別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　　　項：保健予防費　　　目：特定疾患対策費
	事業名:難病患者就労支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　健康福祉部　保健医療課　母子・特定疾患担当　電話番号：058-272-1111（内2546）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,400千円（前年度予算額：1,400千円）

	事業内容


	１　事業の内容


 難病患者が就労できる環境を整備し、その就労活動を支援する。
（１）就労支援員の配置：週2回

　　・地域で生活する難病患者に対する就労に関する相談、支援
　　・難病患者の受入可能な事業所の選定、事業所での受入調整

　　・労働関係機関との連絡、調整

　　・難病患者への就労に関する情報提供

（２）難病患者就労支援協議会の設置

　　・医療機関、行政、労働関係機関等の関係者による協議会の設置　　

　　・年1回　協議会開催

（３）就労支援ニュースレターの作成

　　・難病について理解を得るための資料や県内の難病患者の就労状況等をまとめた資
料を作成し、関係機関へ配布。
	２　所要経費


（１）就労支援員の配置（1,168千円）
（２）難病患者就労支援協議会の設置（170千円）

（３）就労支援ニュースレターの作成（62千円）

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　３　障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる。
　　　Ⅳ　障がい者の地域生活支援
	２　これまでの取組状況


　難病生きがいサポートセンター（岐阜県難病団体連絡協議会に運営委託）に就労相談員を1名配置し、就労相談事業を実施している。
　また、難病就労支援協議会を開催し、関係機関との連携を図っている。
　就労支援ニュースレターを平成22年度第1号を作成（平成23年度第2号作成予定）。

	３　これまでの取組に対する評価


　就労相談述べ件数は、平成21年度71件である。相談をきっかけに就労に至った難病患者もみられ引き続き就労できるよう支援を継続している。
相談件数は平成22年4月～10月分は169件と前年度より大幅に増加しており、相談事業のニーズは高いため事業を継続実施していく。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,400
	700
	
	
	
	
	
	
	700

	要求額
	1,400
	700
	
	
	
	
	
	
	700

	1月15日時点査定額
	1,400
	700
	
	
	
	
	
	
	700

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


